
 
 

令和７年３月２８日 

総 務 局  

 
国民保護法に基づく緊急一時避難施設の指定について 

 
 

 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第 148条第１項の規定に基

づき、令和６年度、緊急一時避難施設【注】を下記のとおり指定しましたので、お知らせいた

します。 

 
【注】緊急一時避難施設とは、ミサイル攻撃等の爆風などから直接の被害を軽減するための一時的

（１～２時間程度）な避難施設であり、既存のコンクリート造り等の堅ろうな建築物や地下施

設（地下街、地下駅舎、地下道等）を想定しています。 

 

記 

 

新規指定施設 

  ・公共施設等   ３０施設 

  ・民 間 施 設   １１施設 

  ・地 下 駅 舎  １６７施設 

※詳細は別紙参照 

 

施設総数 

  ４，６３０施設 

 

【参考】弾道ミサイルが落下する可能性がある場合の行動について 

弾道ミサイルが日本に落下する可能性がある場合、国は情報を瞬時に伝える「Ｊア

ラート」を活用し、防災行政無線や、スマートフォン・携帯電話の緊急速報メール等

を通じて、緊急情報を伝達します。 

この緊急情報のメッセージに従って、落ち着いて直ちに行動してください。 

詳しくは「東京都防災ホームページ」－弾道ミサイルが落下する可能性がある場合

にとるべき行動について－または「内閣官房 国民保護ポータルサイト」－弾道ミサイ

ル飛来時の行動－（外部リンク） 

をご覧ください。 

 

 

 「東京都防災ホームページ」 

  https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/torikumi/1000063/1022489.html 

 

 

 「内閣官房 国民保護ポータルサイト」 

  https://www.kokuminhogo.go.jp/kokuminaction/index.html 

 

 

 
【問合せ先】 

 総務局総合防災部防災対策課 

電話：０３－５３８８－３７６６ 

https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/taisaku/torikumi/1000063/1022489.html
https://www.kokuminhogo.go.jp/kokuminaction/index.html

